
第４７回東京都新型コロナウイルス感染症対策本部会議

次 第

令和３年１月７日（木）１８時３０分から

都庁第一本庁舎 ７階特別会議室（庁議室）

１ 開会

２ 状況報告・各局発言

３ 本部長発言・指示

４ 閉会



１．現在の状況

〇 主な国・地域ごとの発生状況（厚生労働省発表 １月６日１５時時点）

国・地域 感染者数 死亡者数

米 国 21,046,195 357,258

イ ン ド 10,374,932 150,114

ブ ラ ジ ル 7,810,400 197,732

ロ シ ア 3,250,713 58,706

英 国 2,782,709 76,428

フ ラ ン ス 2,737,884 66,417

ト ル コ 2,270,101 21,879

イ タ リ ア 2,181,619 76,329

ス ペ イ ン 1,982,544 51,430

ド イ ツ 1,814,565 36,757

そ の 他 30,153,012 775,889

合 計 86,404,674 1,868,939

※191の国・地域で確認されている。

新型コロナウイルス感染症に関する対応



〇国内の発生状況（厚生労働省発表１月５日２４時時点）

都 道 府 県 感染者数 死亡者数

東 京 64,752 648

大 阪 31,452 619

神 奈 川 23,514 290

愛 知 17,242 232

埼 玉 15,545 225

北 海 道 13,857 479

千 葉 11,877 124

兵 庫 10,449 233

福 岡 9,664 122

沖 縄 5,540 83

そ の 他 46,451 663

合 計 250,343 3,718

※チャーター便帰国者15名、空港検疫1,959名、クルーズ船乗員・乗客712名を除く。



〇都の発生状況（１月６日１９時４５分時点）新型コロナウイルス感染症対策サイト

陽性者数の内訳

・海外からの旅行者 ３名（中国在住）
・都内在住者等 ６６，３４０名



〇 直近の国の動き
１１月 ９日 第14回新型コロナウイルス感染症対策分科会
１１月１０日 第45回新型コロナウイルス感染症対策本部会議
１１月１２日 第15回新型コロナウイルス感染症対策分科会
１１月１６日 第46回新型コロナウイルス感染症対策本部会議
１１月２０日 第16回新型コロナウイルス感染症対策分科会
１１月２１日 第47回新型コロナウイルス感染症対策本部会議
１１月２５日 第17回新型コロナウイルス感染症対策分科会
１１月２７日 第48回新型コロナウイルス感染症対策本部会議
１２月１１日 第18回新型コロナウイルス感染症対策分科会
１２月１４日 第49回新型コロナウイルス感染症対策本部会議
１２月２３日 第19回新型コロナウイルス感染症対策分科会
１２月２８日 第50回新型コロナウイルス感染症対策本部会議
１月 ５日 第20回新型コロナウイルス感染症対策分科会
１月 ７日 第51回新型コロナウイルス感染症対策本部会議

新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言発出
新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針改定

２ 直近の都の対応

・東京iCDCの設置（１０月１日から）
・都内２３区及び多摩地域の各市町村内の酒類の提供を行う飲食店及びカラオケ店を対象に
朝５時から夜１０時までの営業時間短縮の要請（１１月２８日から１２月１７日まで）
・都内２３区及び多摩地域の各市町村内の酒類の提供を行う飲食店及びカラオケ店を対象に
朝５時から夜１０時までの営業時間短縮の要請（１２月１８日から１月１１日まで）
・１都３県知事による内閣府特命担当大臣あての緊急要望を実施（１月２日）

〇 直近の都の動き
１１月１９日 第40回東京都新型コロナウイルス感染症対策本部会議
１１月２５日 第41回東京都新型コロナウイルス感染症対策本部会議
１２月 ２日 第42回東京都新型コロナウイルス感染症対策本部会議
１２月１４日 第43回東京都新型コロナウイルス感染症対策本部会議
１２月１７日 第44回東京都新型コロナウイルス感染症対策本部会議
１２月２１日 第45回東京都新型コロナウイルス感染症対策本部会議
１月 ４日 第46回東京都新型コロナウイルス感染症対策本部会議



〇 直近の各局の主な対応（１０月～）

新型コロナウイルス感染症への各局の対応

【政策企画局】
・１都３県知事による国への共同要請（10月16日）

・１都３県知事共同メッセージ発出（12月8日）
・１都３県でテレビ会議実施、共同メッセージ発出及び共同取組実施（12月21日）

【総務局】
・「団体向け新型コロナウイルス感染防止対策自主点検等支援事業（総合支援事業）」の申請受付を開始（10月9日）

・経済的に困難な状況にある方を対象に緊急サポートスタッフを募集【全庁的取組】（12月11日）

【生活文化局】
・広報東京都10月号1面で、家庭内での感染予防について掲載

・広報東京都11月号1面･2面で、発熱時の受診フロー図などインフルエンザとの同時流行への備え、支援策について掲載
・東京都つながり創生財団と連携し、都内外国人向けに感染防止策に関するチラシを「やさしい日本語」、英語等で作成・配布
・広報東京都12月号5面･8面で、感染症対策条例の改正、年末年始の基本的な感染予防の徹底、STOP!コロナ差別について掲載
・東京都つながり創生財団と連携し、都内外国人向けに「感染対策 短期集中」のチラシを「やさしい日本語」で作成・配布
・感染拡大防止CMを年末年始に放映（12月19日～）
・東京都つながり創生財団と連携し、都内外国人向けに「年末年始に向けてのメッセージ 新型コロナウイルスうつさない・うつらない」を
「やさしい日本語」を含む１６言語で発信

・町会・自治会へ感染拡大防止対策を記載したチラシを送付し、各家庭への周知を依頼
・年末年始に向けて、感染症拡大への警戒を広く都民に呼び掛けるため、広報東京都特別号を発行
・外国人等が抱える年末年始の不安等に対応するため、TOCOSを12月29日、30日及び1月2日に臨時開設
・様々な悩みを抱える女性が孤立することのないよう、年末年始（12月29日～1月3日）に、東京ウィメンズプラザで緊急電話相談を実施
・地域における感染拡大防止対策の認知向上と意識啓発を図るため、町会・自治会の普及啓発活動を支援する
「新型コロナ感染拡大防止普及啓発事業助成」の募集開始（12月23日）

・年末年始に都立文化施設で開催する文化事業を一部休止
・広報東京都１月号２面･６面で、「ウィズコロナ東京かるた」、感染症対応支援について掲載



〇 直近の各局の主な対応（１０月～）

【福祉保健局】

・「東京都新型コロナウイルス感染症対策条例」を改正

・新型コロナウイルス感染症と季節性インフルエンザの同時流行を見据えた取組をとりまとめ
・年末年始に向けた取組の充実

発熱相談センターの電話回線数の増強
診療・検査医療機関及び調剤薬局の体制確保支援
入院患者受入体制の確保支援
高齢者施設等の検査費用助成の対象拡大
住まいや仕事を失った方への相談体制等の強化

【都市整備局】
・大晦日の終夜運転の中止等について、1都3県で鉄道事業者及び国に対し共同要請
・地域のエリアマネジメント団体等が主催している、大規模な施設でのイルミネーションイベントにおける点灯停止等のお願い

【病院経営本部・福祉保健局】
・新型コロナウイルス感染症専用医療施設の運営を開始（12月16日～）

【環境局】
・年末年始期間における環境局所管施設の臨時休園・臨時休館の実施

【オリンピック・パラリンピック準備局】
・年末年始期間における都立スポーツ施設等の一部利用中止等

【住宅政策本部】
・新型コロナウイルス感染症による影響を踏まえ、生活に困窮する都民への居住支援の充実を図るため、都営住宅の毎月募集
において対象世帯と募集戸数を拡大。また、随時募集において新たな団地を追加（合計355戸）



〇 直近の各局の主な対応（１０月～）

【産業労働局】

・「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金（9月実施分）」の申請受付を開始（10月1日）

・「新型コロナウイルス感染症緊急対策トライアル発注認定制度（第2回）」の申請受付を開始（10月1日）
・「オンライン東京ツアー」への参加申込の受付を開始（10月5日）
・「宿泊施設テレワーク利用促進事業」の申請受付開始（10月8日）
・「オンラインツアー造成支援事業」の募集を開始（10月8日）
・「早期再就職緊急支援事業」の実施について公表（10月8日）
・「都内観光促進事業」（もっと楽しもう！TokyoTokyo）登録事業者の申請受付を開始（10月9日）
・「観光事業者の経営力強化に向けた専門家派遣」を実施（10月15日）
・ 新型コロナウイルス感染症対策の実施期間の延長について公表（10月28日）
・「新型コロナウイルスの影響による解雇・雇止め等に関する電話特別労働相談」を実施(10月29日・30日)
・「新しい日常」に対応した観光事業者等の取組を紹介するウェブサイトを開設（10月30日）
・「飲食事業者向けテラス営業支援」の追加募集を開始（11月17日）
・「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金(11/28～12/17実施分)」について公表(11月25日)
・「都内観光促進事業」（もっと楽しもう！TokyoTokyo）の新規予約の一時停止について公表（11月25日）
・「新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン等に基づく対策実行支援」における内装・設備工事費の

助成限度額の変更について公表（11月25日）
・ サイバーセキュリティ対策の支援対象企業の募集内容について公表（11月25日）
・「都内観光促進事業」（もっと楽しもう！TokyoTokyo）の利用自粛について公表（12月3日)

・ 年末年始の多様な相談支援体制としてキャリアカウンセラーによる就労相談の実施について公表（12月21日）

【中央卸売市場】

・年末年始期間における市場の一般見学等を中止



〇 直近の各局の主な対応（１０月～）

【交通局】

・大晦日の都営地下鉄の終夜運転等を行わないことについて公表（12月18日）

【教育庁】

・新型コロナウイルス感染症対策と学校運営に関するガイドラインの改訂及び周知

（区市町村には改訂版ガイドラインを参考に周知）
・「東京都発熱相談センター」の開設についてを通知（区市町村には同センターの開設について参考に周知）
・年末年始に向けた新型コロナウイルス感染症対策の徹底についてを通知
（区市町村には都の措置を参考に対策の徹底を再周知）

・年末年始における新型コロナウイルス感染症対策についてを通知
（区市町村には都の措置を参考に対策の徹底を再周知）

・新型コロナウイルス感染症対策の徹底についてを通知（一都三県緊急事態行動に伴う注意喚起）
（区市町村には都の措置を参考に対策の徹底を再周知）

【建設局】

・年末年始期間における建設局所管施設の臨時休園・臨時休館の実施

【港湾局】

・ 年末年始期間における港湾局所管施設の臨時休園・臨時休館の実施


